
  



 
 

 

 

 

 

この第 1 四半期の大まかな概要をこちらのスライドに示しております。 

百貨店事業の好調が継続し、増収増益となったことに加えて、それ以外のセグメントも増

益となった結果、連結合計で増収増益、社内の計画値も上回る推移となりました。 

セグメント別の動向は後ほどご説明いたします。 

この第 1 四半期の業績の上振れを踏まえて、通期予想の上方修正を行っております。 

足元の百貨店事業の売上好調には、円安・リベンジ消費・株高といった追い風があったと

認識しており、この３つ要素が今の勢いで継続するという前提にはしておりません。 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

それではここから、第 1 四半期実績と、通期見通しの順に詳しくご説明いたします。 

                                                    

              

               

      

 



 
 

 

 

 

 

まず第 1 四半期の実績を、こちらのスライドの順にご説明いたします。 



 
 

 

 

 

 

連結業績は、増収増益となりました。 

百貨店事業では、特に都心店における高額商材の好調が継続したことに加えて、コロナ禍

からの回復によるファッションや化粧品の売上が伸長し、増収となりました。 

売上増加に伴う経費の増加もありましたが、コストコントロールに努め、営業利益も伸長

しました。 

想定を超えるペースで経済活動の正常化が進んだことから、計画に対しては、百貨店事

業、商業施設事業が上振れとなっております。 

 



 
 

 

 

 

 

セグメント別の業績をご説明いたします。 

百貨店事業は、高額商材の好調が継続していることに加えて、外出機会の増加などによる

消費ニーズの拡大を取り込み、全カテゴリーで売上が伸長しました。免税売上について

は、台湾・韓国・香港などの近隣諸国の売上が大きく伸長し、コロナ前を超える免税売上

となりました。 

食品事業は、既存店が前年を超えて推移したことに加えて、販管費の抑制が寄与し、増収

増益となりました。 

商業施設事業は、大井開発のビジネスホテルが高稼働となり、増益となりました。 

その他事業は、H2O 単体で業績回復に伴いグループ内からの配当金収入が増えたことで大

幅な増益となっておりますが、連結としては消去されるため、実質では微増となっており

ます。 

 



 
 

 

 

 

 

百貨店事業についてご説明いたします。 

コロナ禍からの回復による全体の底上げと、インバウンド需要を含めた宝飾・時計・ラグ

ジュアリーブランドなどの高額商材の好調の双方が寄与しました。こうした背景から、特

に都心店の売上が大きく伸長しています。 

他方で、販管費は売上連動経費など経費が増加しておりますが、コストコントロールを図

っており、計画に対しては抑制いたしました。 

この結果、営業利益は前年に対しても、計画に対しても上回る結果となりました。 

 



 
 

 

 

 

 

百貨店の商品別売上については、全カテゴリーが前年を上回りました。 

宝飾、時計、ラグジュアリーブランドなどの売上の強さが、他のカテゴリー以上であるこ

とから、粗利率の低下傾向は継続しております。 



 
 

 

 

 

 

コロナ前の 2018 年度と比較した売上の推移をご説明いたします。 

既存店は 2018 年度比 111%と、コロナ前を大きく上回りました。 

国内で 111%、免税で 114%と、国内外の双方がコロナ前を超えております。 

グラフは青色が国内売上、オレンジ色が免税売上の推移を示しております。 

国内売上は昨年度から継続してコロナ前を超えて推移しております。コロナ禍で抑制され

た購買意欲から現在の需要につながっていると考えています。 

免税売上は円安影響もあり、高額商材が力強く伸長し、5 月、6 月とコロナ前を超える水

準となりました。 

 



 
 

 

 

 

 

免税売上の推移についてご説明いたします。 

左のグラフは、コロナ前、コロナ禍、今期の国別の免税売上の推移とシェアを示していま

す。 

右のグラフは、月別の売上推移と、コロナ前対比の伸び率を示しています。 

ご覧の通り、コロナ前 2 割弱であった中国以外の東アジア、台湾・韓国・香港のシェアが

足元では 4 割程度に拡大しており、売上もコロナ前比 2.7 倍と大きく伸長しております。 

他方で、コロナ前の売上の大半を占めていた中国のシェアは、関西への航空便の戻りが羽

田や成田に比べて遅く、まだコロナ前比 6 割程度の回復にとどまっておりますが、月を追

うごとに便数も増加しており、ここの正常化は今後の伸び代になってくるとみておりま

す。 



 
 

 

 

 

 

食品事業の概要についてご説明いたします。 

食品スーパーの既存店売上は、値上げに伴う客単価上昇が寄与し、103.6％と、前年を上

回りました。 

今期より会社統合しているイズミヤ・阪急オアシスは、売上の増加、粗利率の改善、経費

削減が寄与し、前年に対して 10 億円の増益となりました。 

計画に対して、売上は未達であるものの、チェーンオペレーション改革による経費削減な

どにより計画値以上の経費抑制を果たしています。 

関西スーパーマーケットは、既存店売上の伸長が寄与し、増収増益となりました。 

食品スーパーの既存店売上の見方についてですが、今後も点単価が前年を上回る状況は続

くものの、物価上昇による生活防衛意識は高く、楽観できる商環境ではないと見込んでお

ります。 



 
 

 

 

食品製造については、光熱費や原料高高騰の影響は大きいものの、ロス削減等の取り組み

を積み重ね、増益となっております。 

  



 
 

 

 

 

 

続いて商業施設事業については、東京の大井町の駅前でホテルと、商業施設を運営してい

る大井開発の増益が、全体をけん引しております。 

大井開発の運営するビジネスホテルは、第 1 四半期の稼働率が 90%を超えております。こ

れは出張や観光の需要が回復してきたもの、これを手頃な価格、場所の利便性をアピール

し、捉えることができたことと、一方では少しでも利益を上げられるように、宿泊料をコ

ントロールするという価格施策により、高稼働を高収益につなげられるような取り組みを

することができ、過去最高益のペースで推移をしています。 



 
 

 

 

 

 

通期見通しについてご説明いたします。 

第 1 四半期の百貨店事業の好調な業績を踏まえて、第１・第２四半期の営業利益以下を上

方修正し、通期でも同様の上方修正をしております。 

売上については期初予想から変更しておらず、円安や株高の追い風の要素が含まれている

百貨店事業の売上減速リスクを一定考慮しております。 



 
 

 

 

 

 

セグメント別の業績見通しについてご説明いたします。 

総額売上高は期初計画から変更しておりません。 

営業利益は、第 1 四半期の業績好調を受けて、百貨店事業の利益見通しを期初計画から 21

億円上方修正しております。 

これにより、中期計画で見込んだ数値を百貨店事業においても上回る見通しとなっており

ます。 

通期見通しについては、一定の力強さが見込める半面、円安・株高などの百貨店事業への

追い風となっている要素については、不透明な部分も多いのが現状です。 

今後も、状況の変化については注視していきたいと考えております。 

私からのご説明は以上です。 

ありがとうございました。 


